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度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

































































1. 子育て・育児サポート 1 0
2. 子どもの健全育成 1 0
3. 高齢者福祉 1 0
4. 児童・母子福祉 1 0
5. 障がい者（児）福祉 1 0
6. 社会福祉一般 1 0
7. 健康づくり 1 0
8. 保健・医療 1 0
9. 自然環境保全 1 0
10. 公害・エネルギー 0 0
11. 教育 1 0
12. 文化 1 0
13. スポーツ 1 0
14. 国際交流 1 0
15. 国際協力 1 0
16. まちづくり 1 0
17. 地域安全活動 1 0
18. 災害復旧・復興 1 1
19. 消費者保護・消費者啓発 0 0
20. 人権擁護・平和推進 0 0























度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
Q9常勤専従 90 0 173 3.86 18.362
Q9常勤兼任 89 0 13 2.10 2.837
Q9非常勤専従 90 0 8 0.68 1.270
Q9非常勤兼任 88 0 18 0.43 1.976












度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差























































度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
2011 年度ボランティア参加学生数 56 0 5000 287.61 784.046
2012 年度ボランティア参加学生数 56 3 1015 126.29 181.465
2013 年度ボランティア参加学生数 59 0 1758 136.32 283.884
2014 年度ボランティア参加学生数 57 0 764 89.33 137.722
2015 年度ボランティア参加学生数 57 0 1244 91.54 187.019
2016 年度ボランティア参加学生数 55 0 1300 84.40 190.750










度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
2011 年度活動経費 36 0 8773182 2252813.42 2362942.621
2012 年度活動経費 40 0 9260000 2190058.90 2235289.313
2013 年度活動経費 42 0 8211934 1983860.26 2210853.990
2014 年度活動経費 43 0 7200000 1835334.40 1965292.464
2015 年度活動経費 45 0 7160000 1627752.84 1914489.664
2016 年度活動経費 44 0 9770000 1411382.30 1974774.521








度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
2011 年度活動経費（外部資金） 15 0 3716000 990255.40 1150718.458
2012 年度活動経費（外部資金） 17 0 7276000 1465760.94 1664905.832
2013 年度活動経費（外部資金） 19 0 8028000 1304408.95 1860185.901
2014 年度活動経費（外部資金） 18 0 7035000 992442.22 1690881.377
2015 年度活動経費（外部資金） 18 0 6381000 966055.56 1556015.177
2016 年度活動経費（外部資金） 16 0 3000000 811000.00 986123.724


























































　 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
結んでいる 6 31.6 11 55.0 2 50.0 5 31.3 3 37.5 2 16.7 － － 5 62.5
結んでいない 13 68.4 7 35.0 2 50.0 10 62.5 4 50.0 10 83.3 5 100.0 2 25.0
無回答・不明 － － 2 10.0 － － 1 6.3 1 12.5 － － － － 1 12.5
合計 19 100.0 20 100.0 4 100.0 16 100 8 100.0 12 100.0 5 100.0 8 100.0
　表４－１は、災害ボランティア活動で連携している外部組織との連携協定の有無を示してい
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る。連携協定を結んでいる割合が高いものから「８．その他」62.5％、「２．自治体（都道府県、
市町村）」55.0％、「３．自治会や町内会等」50.0％、「５．民間営利団体（企業）」37.5％、「１．
学校」31.6％、「４．社会福祉協議会」31.3％、「６．民間非営利団体（NPO組織等）」16.7％、
「７．宗教団体」なし、となっている。
４－３　学生ボランティア受け入れに際して可能な対応
図４－４　学生ボランティア受け入れに際して可能な対応（N=144）
　図４－４は、全144校の学生ボランティア受け入れに際して可能な対応を示している。最も
割合が高いのは「３．支援物資の一時的な保管場所の提供」で66.7％、以下、「１．駐車場の
開放」61.1％、「２．教室等の宿泊場所としての提供」46.5％、「６．教職員による当該災害に
関連する専門的知識の提供」32.6％、「５．被災地域のニーズの収集とボランティアのコーディ
ネート」31.3％、「７．その他」12.5％、「４．バスの運行（乗車定員数および台数」10.4％な
どとなっている。
５．調査のまとめと考察
　最後に、大学のボランティア関連組織、東日本大震災の学生ボランティア対応、災害ボラン
ティア活動への対応について、調査から明らかになったことをまとめておきたい。
５－１　ボランティア関連組織について
　ボランティア関連組織は95校で整備されている。私立大学で設置割合が高い。半数が東日
本大震災以前、半数が東日本大震災後に整備されている。
　ボランティア関連組織設立理由は「ボランティア活動が学生にとって有意義であると判断し
たから」82.1％と最も割合が高い。以下、「社会の要請に応えるため」53.7％、「建学の理念・
建学の精神に一致していたから」47.4％、「大きな災害があったから」30.5％などとなっている。
東日本大震災をきっかけとしたとするのは19校である。
　大学ボランティア関連組織が扱ったことのある分野は、「災害復旧・復興」が75.8％と最も
割合が高く、ほか、７割を越えているのが「11．教育」73.7％と「16．まちづくり」72.6％、
クラスター分析によって大学を分類すると、「災害特化」型と「多分野」型にわけられ、「多分
野」型は学生数6,000人以上の「大規模校」で多く、「災害特化」型は2,000人未満の「小規模校」
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で多い。
　大学ボランティア関連組織は、「学生」や「支援」と名のつく部・課・係に所属しているこ
とが多い。
　大学ボランティア関連組織のスタッフは、「中規模校」で多い。
　ボランティア参加延べ人数は「大規模校」で多い。
　学生ボランティア募集情報配信手段は「１．学内掲示板」が90.5％と最も割合が高い。
５－２　東日本大震災の学生ボランティア対応
　東日本大震災の学生ボランティア活動に対応した大学は、73校である。「大規模校」で「対
応した」割合が高い。
　活動地域は「宮城県」79.5％、「岩手県」54.8％、「福島県」45.2％となっている。「福島県」
で活動した割合は国立大学で高く、私立大学で低い。
　東日本大震災ボランティア数は、2011年度が最も多く、近年ほど減少傾向にある。
　東日本大震災ボランティア活動経費は、2011年度が最も多く、近年ほど減少傾向にある。
　東日本大震災ボランティア活動経費（外部資金）は、2012年度に上昇した後、近年ほど減
少傾向にある。
　学生ボランティア受け入れ先は、「６．民間非営利団体（NPO組織等）」46.6％、「１．学校」
42.5％、「２．自治体（都道府県、市町村）」38.4％、「４．社会福祉協議会」35.6％などである。
　今後の東日本大震災学生ボランティア活動については、「2018年度以降も継続する予定であ
る」が53.4％、「未定」が16.4％、「すでに中止（休止）した」が15.1％などとなっている。
５－３　災害ボランティア活動への対応
　災害ボランティア活動に関する外部組織との連携については、「２．連携している」が
41.1％と最も割合が高く、以下、「１．連携していない」が36.8％、「３．過去に連携したこと
がある」が9.5％となっている。連携開始時期は、2011年以降が７割程度である。最も割合が
高いのは「２．自治体（都道府県、市町村）」51.3％で、以下、「１．学校」48.7％、「４．社会
福祉協議会」41.0％などとなっている。
　学生ボランティア受け入れに際して可能な対応については、「３．支援物資の一時的な保管場
所の提供」66.7％、「１．駐車場の開放」61.1％、「２．教室等の宿泊場所としての提供」46.5％などなっ
ている。
５－４　考察
　ボランティア関連組織は回答のあった144校のうち95校で整備されている。ボランティア
関連組織設立理由は「ボランティア活動が学生にとって有意義であると判断したから」が
82.1％と最も割合が高く、学生にとってのボランティアの有用性が意識されている。
　本調査結果からは、自治体との連携や大学間連携が進みつつある現状が明らかとなったが、
自由記述などであげられていた組織の課題としては、学内の体制整備、移動費など費用の工面、
学生ボランティアの安全確保、被災地域となった場合のボランティアコーディネート能力の向
上などが認識されていた。これらに関する対応が、今後の大学ボランティアの活性化の鍵にな
るのではないかと考えられる。
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　本研究を行うにあたって、全国の大学にご協力いただきました。回答をお寄せ戴いた皆様、また、別途ケー
スレポートの作成依頼に対しても快くお引受け下さった大学の関係者の皆様に、心より御礼申し上げます。
尚絅学院大学震災ボランティアから考える教学システム再構築プロジェクト編，2019『東日本大震災ボランティ
ア参加大学アンケートからみる大学教育～教学体制の構築へ向けて～』．
尚絅学院大学震災ボランティアから考える大学教学システム再構築プロジェクト編，2017『東日本大震災ボラ
ンティア参加大学生からみる大学教育』．
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